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視点

　今年、2013年は伊勢神宮の式年遷宮と、60

年ぶりの出雲大社の遷宮が重なり、空前の神

社ブームが起こっている。筆者は以前から古

代出雲の歴史や古代史全般に興味を持ち、暇

さえあればその分野の勉強をしているが、そ

れには筆者が島根県出身というだけではない

理由がある。出雲大社は高さ24mと神社とし

ては最大規模だが、元は現在の 2倍も高い大

社（おおやしろ）であったことが発掘によっ

て明らかになり、さらに興味をかき立てられ

たのである。

　出雲大社の大きさについては、平安中期の

幼学書『口遊』（くちずさみ）に「雲太、和

二、京三」（出雲大社、大和の大仏殿、京都

の京極殿の順に大きい）と書かれており、ま

た古くは本殿の高さが16丈（約48m）であっ

たという言い伝えがある（社伝では古代は

96mだったという）。昔の技術でそんなに巨

大な建造物は無理だと、それらを疑う意見も

多かったが、旧大社の平面図「金輪御造営差

図」（かなわのごぞうえいさしず）に記され

た巨大な 3本柱（ 3本の柱を鉄の輪で束ねた

もので鎌倉初期のものという）が2000年の発

掘で出土した。伝えられる出雲大社の大きさ

が事実であった可能性が俄然高まったのだ。

「大黒柱」の「大黒」とは出雲大社の主神、

大国主命である。真実は、言葉の中に歴史を

超えて受け継がれてきたのかもしれない。

　古い神社・仏閣を次世代につないでいるの

が宮大工といわれる人たちである。宮大工と

して有名であった故西岡常一さんは、鎌倉時

代以前の槍カンナを使って削られた木は雨の

はじきもよく長持ちし、木の独特の風味が出

ると言っている。ただし扱いが難しいため、

室町時代に今の台カンナが発明されて槍カン

ナは廃れていった。しかし、鎌倉時代以前の

建物の再現は、やはり槍カンナなどの道具で

ないと難しいようである。

　西岡さんは「原寸描き」こそが最も重要だ

とも述べている。同じ 1尺でも時代によって

微妙に長さが違うため、部材の実際の寸法

から「基準尺」を導き出し、その尺を基準

に「原寸描き」をしなくては正しい設計がで

きないというのである。現状の部材は、歳月

を経て縮んだり欠けたり腐ったりしているた

め、元の寸法とは異なっており、また屋根の

梁（はり）のつくりなどは寸法では表しにく

い。それらは宮大工の技量と経験で補わなけ

ればならない。西岡さんは、そういうときは

建物を通じて当時の棟梁と会話しながら「原

寸描き」を進めていくのだと語っている。

　古い建物を現代に蘇らせるというのは、当

時の職人を深く尊敬・敬愛し、その設計思想

をよく理解し、また彼らが使った道具も活用

しながら、現代の職人としてのアレンジを施

しつつ仕事を進めていくことかと思う。

　ところで、筆者がこれまで担当してきた顧

客の多くが、老朽化したシステムに頭を痛め

古きを訪ねて新しきをつくる

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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ておられる。そもそも、老朽化システムの問

題の本質とは何だろうか。

　40年ぐらい前から利用され続けているシス

テムは、機能単位に各世代の手法でつくられ

ており、開発基盤も開発体制もばらばらで、

初期に開発したシステムは開発者も退社して

情報も十分に引き継がれていない。これに重

なって、時代に応じて変化するビジネスに、

その場その場で対応してきたことでシステム

が複雑化した。気が付けば、巨大で複雑な全

体システムを俯瞰（ふかん）するシステム構

成図さえないというのが多くの実状である。

その結果、保守の品質・コスト・スピードの

全ての面で限界にきているのである。

　これは、古いシステムをつくり替えるだけ

で解決できるものではない。まさに「原寸描

き」からやり直さなければいけない状況であ

る。それゆえ、それぞれの時代のシステムの

目的・背景を理解した上で、将来を見通した

あるべき全体としての巨大なシステムをデザ

インすることが極めて重要である。

　そうした作業の中でも、老朽化が特に進ん

でいる古いシステムの再整理は極めて困難な

仕事である。特にバッチシステムが厄介であ

る。オンラインシステムの場合は、操作画面

が特定の業務フローと結び付いているため、

システムがどういう振る舞いをするかを比較

的に理解しやすい。構造的にも、画面とプロ

グラムの関係が一意であるために解析もしや

すい。

　ところがバッチシステムでは事情が異なっ

ている。当時のコンピュータは非常に高価で

あったため、資源をできるだけ効率的に使う

必要から、マスターファイルの更新は 1カ所

で集中的に行うのが一般的であった。プログ

ラムは共通機能（データのエラーチェック、

ファイルの更新など）を実現するために細か

く分割され、業務機能は個々のプログラムの

集合体として実現されている。そのため論理

構造と物理構造がきれいに対応していない。

さらに業務も自動化されているために、業務

フローを分かるように表しにくく、業務がブ

ラックボックス化している。筆者はこの状態

を「バッチシステムは業務をシステムに隠ぺ

いする」と表現している。

　この問題の解決には、当時の技術者の手法

や考え方が大きなヒントになると思う。まさ

に当時の「基準尺」に基づいて、難易度の高

い槍カンナを自在に使う当時の技術者とシス

テムを通じて会話しながら、｢原寸描き」を

再現することが必要と考える。その上で、巨

大なシステムを描き直すための新たな方法論

を開発し、世代を超えた真実を踏まえた、全

く新しいシステムをつくることが求められ

ている。そのために野村総合研究所（NRI）

は、現代の槍カンナの開発にも取り組み、優

れた職人として顧客のIT構造改革の役に立

ちたいと考えている。 ■

野村総合研究所
執行役員
品質・生産革新本部長
室脇慶彦（むろわきよしひこ）
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今こそ求められる生産革新
─大規模なシステム再構築を可能にするために─

　情報システムが複雑化の度合いを強め、老朽化が進むに従って、システムの再構築を含む

開発プロジェクトの難易度は年々高まっている。それに伴って、保守フェーズでの生産性と

再構築を意識した開発も重要となっている。本稿では、「エンハンス業務」の重要性につい

て述べるとともに、本特集の各論文のテーマに沿って生産革新のポイントを簡単に紹介する。

システム再構築の難しさの原因

　昨今の情報システムは、ひとたび障害が発

生した場合には社会的に大きな混乱や損失が

生じるほどの大規模な社会インフラとなりつ

つある。システムは機能の追加や度重なる改

変によって大幅に複雑化し、またネットワー

クの発達によってシステム同士がさらに複雑

に絡み合うといった状況になっている。

　企業ではシステム化が一巡したこともあ

り、今ではこのような複雑化したシステムの

現状を改善するために、既存システムの再構

築を行うケースが多くなっている。しかし、

システムの構築が終わって保守フェーズに入

ったとたん、ドキュメントが整備されなくな

り、システム知識や業務知識の属人化が起

き、システムのブラックボックス化が進行す

るケースは少なくない。このような属人化や

ブラックボックス化が原因となって、システ

ムの再構築を行おうとしてもユーザーでさえ

要件定義ができないというケースも多く発生

している。

再構築を前提としたシステム開発へ

　システム再構築では、システム構築時の情

報がどこまで適切に引き継がれているのかが

生産性を大きく左右する。ベースとなる既存

システムの構成はもちろん、どのような考え

方でつくられたのか、そのシステムを使って

どのような業務が行われているかをよく理解

することが鍵となる。そのために、保守業務

の重要性は極めて高い。

　野村総合研究所（NRI）では、「守り」の

側面が強いシステムの保守業務を、年々変化

していく顧客のビジネスに対応するためにサ

ービスの質を高める業務と捉え、「エンハン

ス業務」と呼んでいる。業務とシステムとの

両方に精通していることが求められる高度な

業務である。

　これまでのシステム開発は、システムをつ

くり上げることだけを目標にしているものが

多かったが、NRIではエンハンスを意識した

開発を重視している。そして将来必ず発生す

るシステム再構築を円滑に行えるようにして

おくことを最終目標に置くことが必要と考え

ている。そのためには、開発担当者は、シス

テム構築時のさまざまな情報をエンハンス担

当者にしっかりと引き継ぎ、エンハンス担当

者はその情報を正確に更新していくことが重

要である。
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NRIの「生産革新戦略」

　以上の認識に立って、NRIではこれまでも

再構築を円滑に実行できるようにするエンハ

ンス業務の高度化に努めてきたが、システム

の複雑化・老朽化の進行に伴って、個別の取

り組みの積み重ねでは十分な対応が難しくな

ってきた。そのためNRIでは新たに総合的な

「生産革新戦略」を策定することになったの

である。

　新たな「生産革新戦略」の柱は以下のとお

りである。

① エンハンスと再構築をゴールとした新たな

開発方法論

　エンハンス業務において社員がやるべきこ

との明確化と、エンハンス業務の標準化を

支えるアプリケーション（APL）生産基盤

（ツール・手法）を整備することである。そ

れをアプリケーションエンジニアが自ら要件

を提示し推進することを目指している。

②エンハンス力の“視える”化

　NRIが2005年から取り組んできた「エンハ

ンス業務革新活動」を発展させ、エンハンス

チームの成熟度を定義してその成長を “視え

る” 化（可視化）できるようにするものであ

る。エンハンスチームは、年度の初めにNRI

のエンハンス標準に基づくアセスメントシー

トを用いて自己分析を行い、年度の改善目標

を設定してPDCAサイクルを回すことにして

いる。

③大規模システム開発に向けた生産革新ツール

　システム開発が大規模になればなるほどツ

ール活用の必要性と有用性が高まる。生産革

新ツールには、開発支援、プロジェクト管理

支援、ライブラリー管理・リリース管理があ

り、NRIはこのようなツールを用いて大規模

システム開発の品質と生産性の向上を図って

いる。

④自ら挑戦・改善を続ける風土づくり

　若手社員主体の「生産性向上委員会」活動

のほか、エンハンスチームの成果や成功事例

を共有するための「エンハンスメントソリュ

ーションを楽しむ会（エン楽会）」活動など

が挙げられる。

　本稿以降の各特集論文は、取り上げる内容

が交差している部分も少しあるが、以上の順

でそれぞれのテーマについて解説したもので

ある。

　これらのほかに、生産革新のポイントとし

ては、開発方法論を活用することによる担当

範囲の拡大とスキルアップを目指した人材育

成と、開発方法論に沿った開発パートナーの

選定も挙げられる。

　このように、「生産革新戦略」の中心とな
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る。NRIはこれまでも上記の内容に個別に取

り組んではいたが、これからは開発方法論を

出発点とし、生産革新に総合的に取り組むこ

とが最も重要だと考えている。 ■
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特　集　［今こそ求められる生産革新］

　野村総合研究所（NRI）では、これまで培ってきた開発方法論に加えて、ITを取り巻く昨

今の環境の変化に適切に対応できる新たな開発方法論の確立を目指して抜本的な見直しを行

っている最中である。本稿では、新たな開発方法論が求められる背景について述べるととも

に、現在策定中の開発方法論の要点について解説する。

難易度が高まるシステム開発

　企業のIT部門や、われわれITソリューシ

ョンの提供者を取り巻く環境は、特にシステ

ム開発の現場において大きく変化している。

本稿で取り上げるのは、そのうちの開発方法

論の側面である。従来の開発方法論は、新規

システムの構築を前提としていた。しかし、

昨今のシステム開発は現行システムのエンハ

ンスや再構築が主流であり、そうしたプロジ

ェクトでは従来の開発方法論が通用しにくい

ことが多い。

　さらに、昨今ではシステム全体を再整理す

るような巨大プロジェクトが企画されるケー

スが多く、これらのことから、システム開発

の難易度は以前より確実に上がっている。

　この背景として考えられるのは以下の点で

ある。5～ 6年前までは、システムの機能が

足りない部分をその都度追加開発していくた

めに、一定規模の新規開発を順次行うことが

多かった。しかし現在は基本的な機能は充足

してきており、新規機能の開発よりも、現行

機能の見直しや若干の機能追加が主流となっ

てきているのである。

　より大きな問題は、システムの老朽化が進

んだことである。老朽化が著しい場合や、抜

本的な業務改革を行う場合には、システム

全体を再整理するIT構造改革が必要となる。

道路の整備が、今では新たに道路を建設して

いくよりも既存の道路の補修や道路網の再構

築が必要になっているのと同じ状況である。

新たに大規模な道路をつくる場合でも、それ

は既存の道路網を有機的につなぐことによ

り、広域的な交通網を再構築するためのもの

であることが多い。

新たな開発方法論の必要性

　上記のような環境の変化に対応するために

は、システム構築をゴールとするこれまでの

開発方法論ではなく、システム稼働後のエン

ハンスや、システム再構築といった将来の巨

大プロジェクトも見据えた開発方法論が必要

になってくる。

　NRIでは、以前から社内の標準開発プロセ

ス（「標準フレームワーク」と呼ぶ）を整備

して品質と生産性の向上に役立てているが、

これは主として新規システムを念頭に置いて

おり、その規模もプロジェクトマネジャーが

ほぼ 1人で管理できる程度のシステム開発を

前提としている。しかしながら、エンハン

新たな開発方法論に向けて
─エンハンスと再構築をゴールに─
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スや再構築を見据えた

場合に、それにふさわ

しい「新しい開発方法

論」（以下、「開発方法

論」）が必要になって

くる（図 1参照）。

　現在、NRIが策定中

の「開発方法論」は、

以下の 5つの基本的な考え方に基づいて構成

されることになっている。

（1）ターゲットはエンハンス・再構築

　IT投資の抑制とITの戦略的活用は、企業

の経営課題として常に挙げられる重要テーマ

である。

　IT投資抑制の観点では、投資の大半が現

行システムの維持管理や、老朽化したシステ

ムの再構築に充てられることを前提にする必

要がある。また、ITの戦略的活用という観

点では、他社との競合分野における新たなサ

ービスをスピード感を持って提供できるよう

にすることが重要になる。

　しかしながら、現状のシステムは老朽化・

複雑化していること、システムの保守を属人

的に担当する人員の高年齢化が進んでいるこ

とから、システムの維持管理コストの抑制は

難しい状況である。また、複雑化している全

社システムと連携させて新たなサービスを提

供するシステムを構築することは、品質の確

保とスピードの両面で難しさがある。

　標準化の観点で言えば、現在はシステムの

開発形態として多様な技術・開発手法・基盤

の組み合わせを選択可能であり、業務パッケ

ージやSaaS（Software as a Service：インタ

ーネットを通じて利用するソフトウェア）も

選択肢としてあるなど、もはや一定の開発プ

ロセスを定義して完全に標準化することには

限界がある（そのため、新規システムの開発

ではプロジェクトごとに最適なプロセスをプ

ロジェクトマネジャーが考えることが必要に

なる）。一方で、エンハンスはシステムや技

術が異なっていても開発プロセスの標準化は

可能である。

　以上のことから、エンハンスを標準化し、

維持管理の生産性を上げ、来るべき再構築に

備えることこそが、企業の経営課題を解決す

る道であると考え、エンハンスおよび再構築

をターゲットとした「開発方法論」の策定に

至ったのである。

　「開発方法論」では、システム開発の最終

段階である移行フェーズのタスクとして、シ

ステム開発体制からエンハンス体制へ引き継

ぐ「受け入れ」の考え方を採用する。これに

野村総合研究所
品質・生産革新本部
生産革新企画部
上級システムエンジニア
田畑慎也（たばたしんや）
専門はシステム開発の標準化、品質・
生産性向上の施策立案・推進

図１　新規システム構築からエンハンスへの流れ
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より、複数のエンハン

ス体制が集約化される

とともに、標準化され

たプロセスの下で業務

が効率化され、エンハ

ンス要員が多能工化す

ることでさらなる生産

性の向上が可能になる。（図 2参照）。

（2） これまでの大規模システムを超える規模

のシステムを想定

　システムが大規模化してきた背景は冒頭で

述べたとおりであるが、いずれかのタイミン

グで、ある領域またはシステムの全体を見直

す動きが今後増えてくるものと考えられる。

そのため、「開発方法論」はこれまでの大規

模システムを超える規模のシステムを想定し

ている。具体的には、われわれが従来、大規

模と捉えてきた300万ステップ（ステップは

プログラムのソースコードの行数）を超える

ような規模、さらに社内システム全体を再整

理するような場合の 1千万ステップを超える

ような規模である。

　システムが大規模になるに従い、本格的に

プロジェクトを進める前の段階で、対象シス

テムの概要の把握、機能システムの分割方法

の検討、フィージビリティ（実現可能性）や

実現方式の検討などが重要となる。「開発方

法論」では、これらを事前に検討するフェー

ズを定義し、それぞれの検討プロセスおよび

成果物を明確にする予定である。

（3）設計書の“リポジトリー”化

　エンハンスの現場では、設計書の維持管理

が問題となるケースが多い。システムの改修

が行われても、ソースコードの修正が設計

書に反映されないことがその多くの原因であ

る。その場合、改修の度に現行調査としてソ

ースコードを読み解き、影響範囲を洗い出す

必要があり、生産性を低下させる要因となっ

ている。この状態を数年積み重ねると、いざ

再構築を行う場合、全てのソースコードの解

析から始めなければならず、多大なコストを

要することになる。

　「開発方法論」では、上記の悪循環を発生

させないために、新たなアプリケーション

（APL）生産基盤（APL生産ツール群）を開

発し、設計書をドキュメントという概念では

なく設計情報として “リポジトリー”（ファ

イル・情報の体系的な保管システム）化する

ことを目指している。これは製造業では当た

り前の “エンジニアリング”（工学）の手法

をシステム開発の現場の方法論として取り入

れることである。

　APL生産基盤の実現によって設計情報が

特　集

図２　エンハンスの標準化とその効果
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整合性を保ちながら維持管理されることで、

エンハンス業務において設計情報が十分に引

き継がれ、再構築時においても設計書の信頼

性が高い。そのため、現行調査などにかかる

コストの抑制や開発のスピードアップが可能

になる。

（4）総合的な生産性向上・品質向上策

　「開発方法論」は、アプリケーション開発

のほか人材育成、パートナー戦略、システム

基盤戦略などにまで範囲を広げ、総合的に

生産性向上と品質向上を目指す点に特徴があ

る。人材育成ではスキル要件や教育の必要性

を盛り込み、パートナー戦略ではNRIとパー

トナー企業の役割分担を明確化し、システム

基盤戦略では基盤の標準化について規定する

ことにしている。また、方法論を浸透させる

ため、社員を対象とする講習会を継続的に実

施することを予定している。

（5）各工程で行うべきことを再定義

　「開発方法論」では、非機能要件（性能・

信頼性・保守性など、機能以外の要件）をユ

ーザーの制約条件であることを明示するな

ど、現時点での開発上の問題点を整理し、各

工程で行うべきことをあらためて定義する。

ここでは一例として要件定義工程で実施すべ

きことについて述べたい。

　プロジェクトで問題が発生した場合に、そ
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図３　要件定義の考え方

要求事項

制約事項

要件要求事項に対し、制約事項を確認し、
ユーザーと合意

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2013年9月号12

特　集　［今こそ求められる生産革新］

エンハンス力を“視える”化する
─NRIのエンハンス業務革新活動─

　野村総合研究所（NRI）では、エンハンスプロジェクト（チーム）発の活動である「エン

ハンス業務革新活動」が、立ち上げから8年目を迎えた。今では、従来の「いきいきわくわ

く」を中心とした活動に生産革新の要素を加え、エンハンス力の “視える” 化（可視化）を

進めている。本稿では、NRIのエンハンス業務革新活動の “今” を紹介する。

NRIが重視するエンハンス業務革新

　システムを安定稼働させ、さまざまな環境

変化に対応するシステム保守・維持管理のこ

とをNRIではエンハンスと称している。エン

ハンスには、顧客からの問い合わせに対する

調査、システム障害対応、設計・開発、提案・

見積もりなどが含まれる。

　NRIでは、システム開発に携わる社員の

70%以上がエンハンスに関わっている。日々

のエンハンスの積み重ねを通じて、業務やシ

ステムを深く理解し、顧客の立場に立った提

案をすることもできるようになる。すなわ

ち、エンハンスはNRIの中核的な業務と言っ

てよい。こうした認識から、2005

年度に本格的に開始されたのがエ

ンハンス業務革新活動である。こ

れは「エンハンスをいきいきわく

わくビジネスへ」を合言葉にし

た、現場のための業務改善活動で

ある。

　NRIでは、エンハンスにおいて

必要なマネジメント項目をエンハ

ンス標準として整理し、卵の形に

なぞらえたエンハンスモデルで表

している（図 1参照）。中核（黄身）となる

開発作業を管理項目（白身）がくるみ、両者

相まって卵は完成する。卵が倒れて割れたり

しないように支える巣の役割を持つのが組織

運営である。

　各エンハンスチームは年度初めにこのエン

ハンス標準に基づいて整理されたアセスメン

トシート（評価シート）を使用して、チー

ムの強みと弱みを把握し、1年間のエンハン

ス活動計画を策定する。活動は四半期ごとの

PDCAサイクルにより改善され、これが毎年

繰り返される。

　エンハンス業務革新活動は、目先のコスト

ダウンではなく、あくなきプロセス改善に

図１　エンハンスモデル

管理項目
（プロジェクトマネジャーが管理すべき項目）
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挑戦する活動であり、エンハンス

にとどまらない「開発業務革新活

動」と捉えることができる。活動

は、全社レベルの活動と個々のチ

ームの活動の 2つに分けることが

できる。全社レベルの活動として

はシステム障害の削減やインシデ

ントコール（障害問い合わせ）の

削減活動があり、個々のチームの

活動としてはドキュメント整理、

朝会（始業時の短い全体会議）、勉強会など

がある。

　システム障害の削減については、品質の意

識改革とプロセス改善によって障害件数を 2

年間で半減させる全社活動「品質倍増計画」

が2006年に立ち上がり、ほとんど全てのエン

ハンスチームが参加した。活動は 4年にわた

って継続され、障害を 4年間で 8割削減する

ことに成功した（図 2参照）。

　活動を通じてアセスメントの得点も向上

し、各チームからは「チームが明るくなっ

た、いきいきしてきた」「人が育った」など

の声が多く聞かれた。活動で培ったノウハウ

やプロセス改善事例は「エンハンスソリュー

ションを楽しむ会（エン楽会）」や「生産革

新フォーラム」などの全社イベントで紹介さ

れ、改善の風土づくりも進んだ。

「いきいきわくわく」から「生産革新」へ

　エンハンス業務革新活動については、以下

のような意見や課題も聞かれた。

① 自社の事業環境が変化しており、従来の

「いきいきわくわく」や障害削減だけでな

く次の目標が欲しい。

② アセスメント結果は高いのに、依然として

多数の改善施策が挙げられていることか

ら、現行のアセスメントを状況に合わせて

進化させる必要がある。

③ 紹介された好事例とはプロセスが違いすぎ

るため、自分のプロジェクトへの適用が難

しい。

　このような問題の解決のヒントはエンハン

スの現場にあった。次の目標の設定のため

に、各チームの数年間の活動計画書を分析し

て意見交換を重ねたところ、「品質向上」と

並んで「生産性向上」（エンハンスで手間が

かかっている）や「スキル強化」が多くのチ

ームの課題であることが判明したのだ。エン

ハンスの生産性やスキルに課題があると、十

分な提案活動ができなくなり、顧客が本当に

野村総合研究所
品質・生産革新本部
生産革新企画部
上級システムエンジニア
髙畠一朗（たかばたけいちろう）
専門はエンハンスの品質向上・生産性
向上

図２　障害8割削減に成功

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

8割削減
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やりたいことを実現しにくくなる。

　そこでエンハンス業務革新活動の次の目標

を、「品質とスキルの維持向上を前提とした

生産性向上」とすることにした。この方向に

沿ってアセスメントシートを改定し、各チー

ムやプロジェクトに適用できるように標準化

を図った。

エンハンスの成長モデル

　「品質とスキルの維持向上を前提とした生

産性向上」の実現には、そのための仕組みが

必要である。そこで策定したのが「エンハン

スの成長モデル」である（図 3参照）。

　「エンハンスの成長モデル」とは、エンハ

ンスプロジェクトが発足して間もない状態か

ら、品質・社員スキル・生産性がレベルア

ップしていく状態をイメージ化したものであ

る。それぞれのレベルを「ステージ」と呼

び、以下のように定義した。

　ステージ 1：エンハンスを開始した状態

　ステージ 2：チームごとのルールを確立

　ステージ 3：全社標準に則した仕組みづくり

　ステージ 4：仕組みの浸透

　ステージ 5：チームの集約化

　エントリーレベルが「ステージ 1」であ

り、各チームは品質・スキル・生産性向上を

実現して次第にステージが進んでいく。現在

見えている最高ステージはチームの集約化が

進んだ状態の「ステージ 5」である。

　ステージはエンハンス力（エンハンスチー

ムの力）を表現しているとも言える。各エン

ハンスチームは、顧客や担当しているシステ

ムの特性を考慮しながら最高のステージを目

指していくのである。

エンハンス力を“視える”化

　品質や生産性の向上に “視える” 化は必須

である。達成状況が一目瞭然になり、活動評

価もしやすいからである。

　　“視える” 化には、まずKPI（重要業績評

価指標）の設定と計測が不可欠である。エン

ハンス力を計測するに当たり、障害件数やイ

ンシデントコール件数に加え、社員とパート

ナーの業務状況を把握する複数の数値を生産

性のKPIとして設定することにした。担当す

特　集

図３　エンハンスの成長モデル

従来のエンハンス業務革新
（チームごとの開発ルール）
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る顧客の業種業態を選ばず、どのチームで

も比較的容易に計測できるKPIである。ただ

し、KPIを設定しただけでは各チームのエン

ハンス力向上は期待できない。どうすれば向

上するのかというプロセスを明示することが

重要である。そこで、そのプロセスを標準化

し、設問形式で表現した新しいアセスメント

シートを作成した。各チームはアセスメント

シートを参考にプロセス改善を行い、その成

果をKPIで確認していくことが可能となる。

アセスメントシート改定のポイント

　アセスメントシートの改定に当たっては、

成長モデルに沿った診断ができるように、ス

キル向上や生産性向上の要素を大幅に取り込

むことにした。そのために、一定以上の品質、

スキル、生産性を実現している複数のチーム

にヒアリングをした。その結果、下記のよう

な共通の特徴が抽出できた。

　①標準化されたルールの設定と運用

　② パートナーの品質保証システムとNRIの

品質管理システムの確立

　③一定以上のスキル研さんの仕組み

　④障害原因の徹底した深掘り

　これらの特徴を、各ステージとひも付けさ

れた約150の設問に整理し、ステージごとの

設問の得点によって、チームがどのステージ

にいるかを知ることができるようにした。

　新しいアセスメントシートには、品質だけ

でなく、どうすればスキルと生産性の向上が

実現できるかというノウハウが詰まってい

る。従来のアセスメントシートを「健康診

断」とすれば、新しいアセスメントシートは

それに加えて「体力測定」もできるようにし

たものと言える。

　アセスメントのステージとKPIの値が相関

しないケースがあったり、個別チームだけで
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ントとして得られるようになったことは確か

である。さらなる改善は必要と思われるが、

新しいアセスメントシートの活用でチームや

組織のレベルアップが期待できる。

今後の活動に向けて

　エンハンス力を高めるためには、「可視化

して終わり」ではいけない。アセスメントシ

ートで示された生産性向上のプロセスがなぜ

必要なのか、自分たちのチームの特性に合わ

せてどうしていくべきかを各自が考えること

が大切である。この「エンハンスについて考

える風土」を育てるためには、研修のほか、
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う精力的に取り組んでいきたい。 ■
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　世代を重ねたことでいくつもの設計思想が混在した複雑かつ大規模なシステムになるほ

ど、エンハンスの品質・生産性向上のためにはツールの必要性が高まる。それによって、本

来行うべき知的作業に時間を割くことができれば、さらに品質や生産性の向上が期待できる。

本稿では、大規模システム開発における開発ツール活用のポイントについて解説する。

大規模開発のためのツール群を整備

　大規模システム開発は、大量かつ複雑な作

業が多く、手作業では工数が増えてミスが起

こりやすい。野村総合研究所（NRI）では、

こうした作業はツールに委ね、人が本来行う

べき知的作業に時間を割くことでシステムの

品質を高めるべきだという考えから、生産革

新ツールと名付けた次のようなツール群を整

備している（表 1参照）。

① 新規開発におけるNRIの標準開発工程（標

準フレームワーク）を前提にして、各工程

ごとに作業を効率化するための開発支援ツ

ール

② 品質・進捗（しんちょく）を管理するプロ

ジェクト管理支援ツール

③ 工程間の連携を適正化するライブラリー

（プログラム）管理・リリース管理ツール

　以下では、主にプロジェクト管理支援ツー

ルと、ライブラリー管理・リリース管理ツー

ルを活用したシステム開発のポイントについ

て述べる。

品質を“視える”化する

　設計、コーディング、テスト、リリースと

順番に工程を区切りながら開発を進めていく

ウォーターフォール開発では、前工程での成

果物の品質を高めることが後工程での手戻り

をなくす上で重要である。そのためには、各

工程の成果物の品質を “視える” 化（可視

化）し、品質上の問題の発見と、問題に対す

る適切な対処を可能にする必要がある。この

ような取り組みを工程の途中段階から繰り返

し行うことで、早くから成果物の品質を高め

ることができる。

　しかし、大規模システム開発では、成果物

の品質を可視化するのに多くの手間がかか

る。そこでNRIは、プロジェクト管理支援ツ

ール「Collaborossa」を開発して手作業を削

減している。「Collaborossa」は、レビュー指

摘管理、障害管理、進捗管理の機能を備えた

Webシステム（Webブラウザー上で操作で

きる業務システム）である。「Collaborossa」

を利用したマネジメントのメリットは、問題

を早く発見できること、NRIのマネジメント

ノウハウを活用できることである。

（1）問題の早期発見

　「Collaborossa」では、プロジェクト計画

時に定めた品質管理情報をプロジェクト全体

で一元管理する。そのため、品質管理情報を
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さまざまな場所から収集する手間を省くこと

ができる。また、品質管理情報を元に品質基

準の評価に用いる集計レポートをワンクリッ

クで出力する機能を備えている。このように

品質の可視化を行うための資料作成の作業負

荷を軽減できるため、問題の発見と問題への

対処に集中できるようになる。

　さらに、ユーザーがさまざまな切り口で品

質分析を行うレポート機能も提供しており、

問題の原因をより深く分析することが容易に

なっている。その結果、品質の評価と問題へ

の対処を従来より短いサイクルで繰り返し行

うことができ、問題の発見や対処の効果確認

が早くできるようになる。

　あるプロジェクトで「Collaborossa」を導

入した結果、レビュー指摘の分類に偏りが見

られ、それが原因で問題が隠れていることが

明らかになった。そこでプロジェクトマネジ

ャーの指示により分類を詳細化して再分析

し、隠れていた問題を顕在化させて迅速に対

策を行うことができた。また、別のプロジェ

クトで内部設計（詳細設計）の指摘要因の分

類を集計したところ、特定のチームで機能要

件に関する指摘が多く上がっていることが分

かった。指摘を確認したところ、全てが外部

設計（基本設計）書の記載漏れが原因である

ことが分かったため、このチームの全ての外

部設計書の見直しを行った。いずれのケース

も、品質管理情報の収集と分析が容易にでき

る「Collaborossa」の効果が表れたもので、

そうでなければ問題の発見と対応が遅れたと

考えられる。

（2）NRIのマネジメントノウハウの活用

　NRIでは2009年より「Collaborossa」の導

入を開始したが、その際に、現場の最前線の

プロジェクトマネジャーの意見を取り入れな

がら、最低限行うべき必須の分析と、状況に

応じて行えばよいオプションの分析を整備し

た。1つ 1つの指標は単純なものでも、これ

らの分析を組み合わせることでプロジェクト

の全体的な概況を把握できるようになる。こ

の分析はNRIならではの重要なノウハウとな

っている。

プロジェクト管理支援ツールの効果

　「Collaborossa」の導入効果は次のように

野村総合研究所
品質・生産革新本部
生産革新推進部
上級テクニカルエンジニア
細井貴志（ほそいたかし）
専門はアプリケーションの設計・開発・
テストを効率化するツールの普及・導入

野村総合研究所
情報技術本部
生産基盤サービス部
主任テクニカルエンジニア
清水　穣（しみずゆたか）
専門はプロジェクト管理ツール
の導入支援

野村総合研究所
情報技術本部
生産基盤サービス部
専門職
大林英土（おおばやしひでと）
専門はライブラリー管理・リリース
管理ツールの開発と保守

表１　生産革新ツール

分類 概要ツール名
開発支援

ライブラリー管理・リリース管理
プロジェクト管理支援

概要設計
外部設計
内部設計～開発
連結テスト・総合テスト

業務フローを効率よく作成
画面デザイン、HTMLプロトタイプを効率よく作成
コーディングルール違反を検査
テストの画面入力／証跡保存／結果比較を自動化
NRIの標準的なライブラリー管理・リリース管理を実現
進捗管理・品質管理のファクト蓄積・分析を支援

iGrafx FlowCharter
Axure Rp Pro
Coding Check Tool
てぷらぱ
eLIBSYS
Collaborossa
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確認できている。すなわち、外部設計より後

の、内部設計からリリースまでの工程で、レ

ビュー指摘やテストで検出される全体の障害

件数のうち、外部設計工程に起因する障害が

激減していることが明らかになったのであ

る。これは、「Collaborossa」を使って外部

設計工程の途中品質を可視化したためである

と考えられる。このように「Collaborossa」

は、プロジェクトマネジャーが、本来行うべ

き品質向上のための活動に専念できるように

し、品質に関する問題を早期に発見して適切

に対処できるようにする。

ソフトウェア管理と統制を効率化

（1）大規模化・複雑化する開発の問題点

　近年、ソフトウェアの機能や画面デザイン

の高度化が進み、ソフトウェア改修の頻度も

増加したことで、ソフトウェア構成要素の大

規模化と管理の複雑化が進んでおり、それに

伴う問題が発生している。

①ソフトウェア構成要素の大規模化

　現在、多くのソフトウェア開発では、管理

するファイルの種類や数が膨大になってしま

うといった問題がある。現場ではリリースミ

スを防ぐため、膨大な確認作業を人手で行う

必要があり、見落としなどの人為的なミスに

つながるリスクがある。

②ソフトウェア管理の複雑化

　昨今の短納期化に伴い、エンハンス業務で

は複数の開発を同時に行うケースが多くなっ

ている。このような環境においては、複数の

開発者が同時に同じファイルを修正すること

が多く、それによって問題が生じている。そ

のため、現場ではリリース時期を調整した

り、ファイルごとに担当を決めるなどして対

応しているが、このような対応には限界があ

る。例えば、本番稼働のシステムで障害が発

生したため緊急に修正したにもかかわらず、

同じプログラムが別の開発で修正中であった

ため、緊急修正されたプログラムが元に戻っ

てしまった例が実際にある。

（2）ライブラリーとリリースの統合的な管理

　このような問題に対処するため、近年はラ

イブラリー管理・リリース管理の機能を組み

込んだ「Eclipse」（複数の開発プラットフォ

ームに対応するオープンソースの統合開発環

境）が利用されることが多い。これにより、

確かに開発者の作業の利便性は向上するが、

テストやリリースの担当者は、修正対象ファ

イルの受け入れに当たってはファイルの一覧

特　集

図１　「eLIBSYS」の利用イメージ

リリース

管理
承認

開発

テスト

利用者

NRI社員 テスト担当

開発担当本番環境 開発環境

テスト環境

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2013年9月号18

確認できている。すなわち、外部設計より後

の、内部設計からリリースまでの工程で、レ

ビュー指摘やテストで検出される全体の障害

件数のうち、外部設計工程に起因する障害が

激減していることが明らかになったのであ

る。これは、「Collaborossa」を使って外部

設計工程の途中品質を可視化したためである

と考えられる。このように「Collaborossa」

は、プロジェクトマネジャーが、本来行うべ

き品質向上のための活動に専念できるように

し、品質に関する問題を早期に発見して適切

に対処できるようにする。

ソフトウェア管理と統制を効率化

（1）大規模化・複雑化する開発の問題点

　近年、ソフトウェアの機能や画面デザイン

の高度化が進み、ソフトウェア改修の頻度も

増加したことで、ソフトウェア構成要素の大

規模化と管理の複雑化が進んでおり、それに

伴う問題が発生している。

①ソフトウェア構成要素の大規模化

　現在、多くのソフトウェア開発では、管理

するファイルの種類や数が膨大になってしま

うといった問題がある。現場ではリリースミ

スを防ぐため、膨大な確認作業を人手で行う

必要があり、見落としなどの人為的なミスに

つながるリスクがある。

②ソフトウェア管理の複雑化

　昨今の短納期化に伴い、エンハンス業務で
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る。例えば、本番稼働のシステムで障害が発

生したため緊急に修正したにもかかわらず、
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イブラリー管理・リリース管理の機能を組み
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を印刷して目視で確認するという、膨大でミ

スの許されない作業を強いられる。

　このためNRIでは、開発からリリースまで

のライブラリー管理とリリース管理を統合し

て行うツール「eLIBSYS」を開発して活用

している（図 1参照）。

　「eLIBSYS」では、修正対象ファイルが

確定した段階で「eLIBSYS」に修正ファ

イルリストを登録し、そのリストに従って

「eLIBSYS」へのファイルの取り込みを行

い、テスト環境や本番環境に対してファイル

を配布する。このため、ファイルの取り込み

や配布の都度、修正対象ファイルの過不足を

確認する手間が不要である。特に複数の配布

サーバーがある場合、台数分発生していた配

布や配布物確認の作業が不要になるため、現

場の負担は大幅に軽くなる。

　また、あるサブプロジェクトで修正中のプ

ログラムを別のサブプロジェクトで修正す

る場合、「eLIBSYS」では二重に開発されて

いることを検知して、各プロジェクトのリ

ーダーや開発者などに通知することができ

る。この機能により、ライブラリー管理に起

因する障害発生を抑止できる。このように、

「eLIBSYS」は、ソフトウェア構成要素が大

規模化し、ソフトウェア管理が複雑化して

も、受け入れ（受領）、管理、配布の生産性

を高められるのである。

　「eLIBSYS」では、利用者それぞれに対し

て、使用できる機能を制限することができ

る。また、「eLIBSYS」上の操作はログファ

イルとして記録される。これらにより、いわ

ゆる86号監査（監査人による、受託業務に関

する内部統制の監査）においても、リリース

を適切に管理していることを証明できる。

　「eLIBSYS」を導入してライブラリー管

理・リリース管理に関する作業ミスが全くな

くなったプロジェクトもある。ライブラリー

管理・リリース管理のミスは、その後に多く

のフォロー工数を発生させる。「eLIBSYS」

は品質と生産性の高いライブラリー管理・リ

リース管理を実現することによって開発チー

ム全体の工数を削減し、開発チームが本来行

うべきシステム（プログラム）そのものの品

質向上に貢献する。

さらなる品質・生産性の向上のために

　ソフトウェア開発が大規模化し作業が複雑

化している昨今、開発現場を支援する取り

組みは新たな局面を迎えている。P.10～P.11

で述べられているアプリケーション（APL）

生産基盤の構想はこの問題意識から生まれて

おり、新規開発にとどまらずエンハンスから

再構築までを見通して開発現場を支援するツ

ールである。そこには本稿で解説した生産革

新ツールも取り込まれる予定である。

　NRIでは、大規模化の度合いを高めるシス

テム開発を、本稿で述べた生産革新ツールを

用いて高品質化し、生産性を高める努力を続

けていく。 ■

細井貴志
（ほそいたかし）

清水　穣
（しみずゆたか）

大林英土
（おおばやしひでと）
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特　集　［今こそ求められる生産革新］

自ら挑戦・改善を続ける風土づくり
─NRIの生産性向上委員会活動─

　生産革新には、開発の標準化や方法論が重要なことはもちろんだが、社員1人1人が日々の

業務のなかで問題意識を持ち、それを考え抜くことで改善につなげるという風土が背景にな

ければ、いずれその方法論は硬直したものになっていく。本稿では、野村総合研究所（NRI）

が実践している生産性向上委員会の活動を、運営を担当する立場から紹介する。

効果を実感できた2012年度の活動

　生産性向上委員会における2012年度の最終

報告会では、「あちこちの部署で同じような

部品やツールをつくっており、標準的な部品

群の共有によって生産性向上を図れることが

分かった」「社内標準や過去事例のとおりに

やればよいと考えてはならないという観点か

ら、気づきを得られるようなガイドブックを

つくった」「社内のガイドラインがテクニカ

ルなものが中心なので、それを補う意味でお

客さまとの信頼関係を築くためのヒューマン

スキルを整理した」といった報告や意見が

次々に発表され、1年の活動の成果を確認す

ることができた。

若手を中心とした活動に運営を見直し

　従来、NRIの生産性向上委員会は部長やマ

ネジャークラスが中心で、経営からの課題提

示を受けて施策を練り、それを経営に提言す

ることが主な役割となっていた。しかし2012

年度の生産性向上委員会を立ち上げるに当た

り、運営側でいくつかの方針変更を行った。

　1つは、委員メンバーを10年ほど若返らせ

て若手中心の構成にしたことである。もう 1

つは、会社全体で何が問題となっているかに

ついて共通の認識を持った上で、どういう活

動をするかについては委員が自ら考えて実行

してもらうようにしたことである。具体的に

は以下のとおりである。

① 各本部（NRIの組織呼称の 1つ）から、問

題意識が高く次代を担うと目されているメ

ンバーを選抜

② メンバーを数グループに分け、グループ討

議を通じて問題意識を各委員が共有

③ 経営的な視点による課題も取り入れ、将来

を見据えて今何が必要かを議論

④ 大まかな検討テーマを決め、各委員の課題

認識に応じて委員会を 4～ 5人の分科会に

分け、各分科会単位で活動

　各分科会の活動は非常に活発で、所定の時

間を過ぎても議論が尽きないこともあった。

時には委員会の枠を超えて議論を深めたり、

役員の話を聞いたりもした。自分たちの成果

物を委員が所属する部署で使ってもらい、ア

ンケート調査をして完成度を高めることを目

指した分科会もあった。こうして仕上がった

成果物は社内での評価も高かったため、その

活動を多くの社員に知ってもらうための成果

発表会も開催した。
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　1つは、委員メンバーを10年ほど若返らせ

て若手中心の構成にしたことである。もう 1

つは、会社全体で何が問題となっているかに

ついて共通の認識を持った上で、どういう活

動をするかについては委員が自ら考えて実行

してもらうようにしたことである。具体的に

は以下のとおりである。

① 各本部（NRIの組織呼称の 1つ）から、問

題意識が高く次代を担うと目されているメ

ンバーを選抜

② メンバーを数グループに分け、グループ討

議を通じて問題意識を各委員が共有

③ 経営的な視点による課題も取り入れ、将来
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認識に応じて委員会を 4～ 5人の分科会に

分け、各分科会単位で活動

　各分科会の活動は非常に活発で、所定の時

間を過ぎても議論が尽きないこともあった。

時には委員会の枠を超えて議論を深めたり、

役員の話を聞いたりもした。自分たちの成果

物を委員が所属する部署で使ってもらい、ア

ンケート調査をして完成度を高めることを目

指した分科会もあった。こうして仕上がった

成果物は社内での評価も高かったため、その

活動を多くの社員に知ってもらうための成果

発表会も開催した。
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自ら挑戦・改善を続ける風土づくり
─NRIの生産性向上委員会活動─

　委員会活動を振り返っての感想として、「活

動を通じて自分の目線が変わった」「毎週の

委員会が楽しみで、毎回本気で議論した」「活

動を通じて組織を超えたネットワークがで

き、業務でも助かっている」といったコメン

トも紹介された。2012年度の運営方針の変更

は、社員 1人 1人が自ら考え、議論し、改善

に取り組む風土をつくりたいという理由があ

ったが、こうした感想を聞くとそのもくろみ

は成功したと言えるだろう。

　課題もあった。立ち上げの際は委員たちに

考えてほしいことを運営側からうまく伝える

ことができず、運営側と委員たちとの間にす

れ違いが生じたりもした。気づかないうちに

議論ではなく報告書の作成が目的になってし

まった時期もあった。現在進行中の2013年度

の委員会活動ではそれらの反省を生かした改

善も行われている。

「考え抜き議論を尽くす」ことの大切さ

　システムインテグレーターとしてのNRIは

製造業の側面を持っており、最高のエンジニ

アリング技術を追求していく必要がある。そ

の意味でも、生産革新を進める上での風土づ

くりの一環として委員会活動を位置付け、社

員 1人 1人に考えを深めてもらうことには大

きな意味がある。そして多くの委員が「考え

抜き議論を尽くす」ことの大切さを実感した

ことは、2012年度の活動の最大の成果である

と言えよう。問題の本質を見つめ、ひるまず

挑戦する人材が生産革新の原動力となるので

ある。

さらなる生産革新の風土づくりに向けて

　2013年度も新しい委員による生産性向上委

員会が活動している。前年度からの継続を希

望する委員も多かったが、原則として委員は

入れ替える方針とした。なるべく多くの社員

に委員になってもらい、生産性向上の意識を

持つ人の数を増やしていくことが大切だから

である。挑戦や改善の大切さを実感した人た

ちが、それを各現場に広めていく役割を担っ

てほしいという考えである。

　とはいえ、数千人規模の会社の中で、1つ

の委員会だけでこうした目標を実現すること

は難しいのも事実である。そのため、生産性

向上委員会に相当する活動を本部ごとに展開

するように働きかけを行っている。そのよう

な活動がすでに始まっている本部とは、活動

を連携させることも開始した。日々改善に努

める社員がどんどん増加して会社全体の風土

となることを目指して活動を続けていく。 ■

野村総合研究所
品質・生産革新本部
生産革新企画部
上席システムエンジニア
松石拓英（まついしたくえい）
専門は生産性向上委員会やエンハンス業
務改革を中心とした生産革新活動の支援

NRIの「生産革新フォーラム」風景
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視点

試薬管理におけるコンプライアンス
強化の取り組み

　NRIシステムテクノは、味の素株式会社（以下、味の素社）のR&Dを担う各研究所（以下、

研究所）と共同で、試薬の管理と法改正対応をコンプライアンス上の大きな課題として取り

組んでいる。本稿では、試薬管理の重要性や課題について述べるとともに、味の素社の研究

所が組織の課題として取り組んだ試薬管理業務改善のポイントについて紹介する。

規制が強化される化学物質の管理

　化学物質の人体および環境への影響につい

ての関心が高まるにつれ、化学物質の安全性

管理および廃棄などについての国際的な基準

の制定が進み、日本でも法律の整備が進めら

れてきた。近年は化学物質の情報が以前より

も容易に入手できるようになった一方、いわ

ゆる脱法ドラッグの製造も容易になるなど新

たな問題も発生している。このため、化学物

質に関する法改正は以前とは比べものになら

ないほど頻繁に行われるようになっている。

　化学工業や食品、医薬品などの企業が研究

開発に用いる試薬は、「化学的方法による物

質の検出もしくは定量、物質の合成の実験ま

たは物理的特性の測定のために使用される化

学物質」（化学物質の審査及び製造等の規制

に関する法律）と定義され、一般の工業薬品

とは別の扱いとなっている。そのため購買、

保管、取り扱いなどの工程別にさまざまな法

規制がある。

試薬の管理漏れがもたらすリスク

　試薬はこのように厳格な管理が求められて

いるため、コンプライアンス違反があれば現

場責任者は法的責任を問われ、場合によって

は企業として業務停止を含む行政処分を受け

ることもある。このような事態は、たった 1

本の試薬の管理がされていなかっただけでも

起こり得ることなのである。

新システムを導入して試薬管理を見直し

　こうした試薬に関するコンプライアンスの

重要性から、これまで味の素社では危険物や

毒劇物を中心とした管理システムを整備し、

事業所の管理部門が主体となって試薬を管理

していたが、法改正への対応を着実に行うた

めに、従来は法規制の対象となっていなかっ

た試薬にまで範囲を広げる必要が出てきた。

　味の素社は全国に300以上の実験室と約千

人の研究者を抱え、保有する試薬の種類も数

も膨大であった。また、現場単位でも保有試

薬の完全な把握はできているわけではなかっ

た。仮に、現場が事業所の管理部門に保有試

薬情報を提供できたとしても、試薬の多種多

様な化学物質と各種法情報との突き合わせを

行うことは困難であった。

　そこで味の素社では2011年 4月に、このよ

うな試薬管理の現状を改め、研究所が主体と

なって法対応のマネジメントを行えるよう、
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視点
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質の検出もしくは定量、物質の合成の実験ま

たは物理的特性の測定のために使用される化

学物質」（化学物質の審査及び製造等の規制

に関する法律）と定義され、一般の工業薬品

とは別の扱いとなっている。そのため購買、

保管、取り扱いなどの工程別にさまざまな法

規制がある。

試薬の管理漏れがもたらすリスク

　試薬はこのように厳格な管理が求められて

いるため、コンプライアンス違反があれば現

場責任者は法的責任を問われ、場合によって

は企業として業務停止を含む行政処分を受け

ることもある。このような事態は、たった 1

本の試薬の管理がされていなかっただけでも

起こり得ることなのである。

新システムを導入して試薬管理を見直し

　こうした試薬に関するコンプライアンスの

重要性から、これまで味の素社では危険物や

毒劇物を中心とした管理システムを整備し、

事業所の管理部門が主体となって試薬を管理

していたが、法改正への対応を着実に行うた

めに、従来は法規制の対象となっていなかっ

た試薬にまで範囲を広げる必要が出てきた。

　味の素社は全国に300以上の実験室と約千

人の研究者を抱え、保有する試薬の種類も数

も膨大であった。また、現場単位でも保有試

薬の完全な把握はできているわけではなかっ

た。仮に、現場が事業所の管理部門に保有試

薬情報を提供できたとしても、試薬の多種多

様な化学物質と各種法情報との突き合わせを

行うことは困難であった。

　そこで味の素社では2011年 4月に、このよ

うな試薬管理の現状を改め、研究所が主体と

なって法対応のマネジメントを行えるよう、
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組織と業務の見直しを行い、システムも一新

することにした。

　そのポイントは、研究所の安全衛生管理部

門が試薬管理の主管部門となって研究所試薬

センターを新設し、試薬の発注と収受を一元

的に管理すること、全ての試薬ビンと試薬保

管場所にバーコードラベルを貼付し、全試薬

の登録と棚卸しを高精度かつ効率的に行うこ

とであった。そのために、全ての現場にハン

ディーターミナル（携帯型端末）を配置し、

データセンターには、社内ネットワークにア

クセスして各事業所の発注・納品・入出庫・

在庫状況をリアルタイムに検索できるWeb

システム（Webブラウザーで操作できる業

務システム）を導入し、登録データの調査能

力を強化した。この結果、導入初年度の一斉

棚卸しで、棚卸し精度99.6％（実質紛失はゼ

ロ）を達成した。

　法改正対応に関しても、改正の都度、対象

試薬を特定し、対処指示および対処後の作業

完了確認を行っている。対象試薬の特定は、

試薬マスターに付与された法情報や、品名の

キーワードを検索することで容易に行うこと

ができるようになった。また、これにより、

従来のように現場の業務を一時的に止めるよ

うな突発的な一斉棚卸しを行う必要もなく、

研究所の少数の試薬管理主管部門スタッフに

より、改正法が施行されるまでの短期間で対

応確認が完了する業務パフォーマンスが得ら

れるようになったのである。

組織体制の見直しと現場の意識が鍵

　新しい試薬管理システムの導入により、膨

大な量の試薬の正確な状態把握が可能にな

り、コンプライアンス上の安全担保になるこ

との意味は大きい。しかし、全ての試薬を 1

つの試薬管理システムの管理思想でカバーす

ることはできず、また全ての業務を自動化で

きるわけでもない。例えば、コード化されて

いない新しい化学物質は法情報との関連付け

は自動的にはできない。また、自社で新たに

開発した試薬や過去の資産の引き継ぎには、

人手による法情報の見解確認は必須である。

　従って、システムの活用は必須ではある

が、現場の 1人 1人がコンプライアンスの意

識を高め、日々の業務や引き継ぎをルールに

のっとって確実に実施することが重要であ

る。法対応は法改正情報を察知する機能が必

須であり、現場依存型よりも試薬管理組織が

核となって一元的に行い、現場への情報発信

や対処の指示と確認を行う方が効率的であ

り、また有効である。

　本稿で紹介した取り組みは、研究所が主体

的に試薬の管理と法対応を行うという明確な

目標を持ち、組織の役割と業務の見直しを行

ったことに成功の理由があると思われる。そ

の上で、研究所の全員が実施可能な業務をシ

ステムの導入によって提示できたことが、こ

れまで難しかった全試薬の管理と法改正対応

を可能にしたのである。 ■

NRIシステムテクノ
システムソリューションセンター
藤原周吾（ふじわらしゅうご）

専門は物流、アプリケーション
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海外便り

タイ政府が掲げる情報通信技術政策
─動き出した「スマートタイランド2020構想」─

　タイ政府は情報技術「スマートタイランド2020構想」を掲げ、情報通信技術の普及と関

連産業の振興を通じて産業構造を付加価値の高いものへと転換させようとしている。本稿で

は、同構想の背景とともに、タイ中央部のナコンナヨック県でスタートしているパイロット

プロジェクトの概要を紹介する。

「スマートタイランド2020構想」の概要

　「スマートタイランド2020構想」は正式名

称を「タイ情報通信技術政策フレームワー

ク（2011̶2020）」といい、タイ政府が2011年

に情報通信技術省を通じて発表したものであ

る。その目的は以下の 6点とされている。

　①全国民へのブロードバンド接続の提供

　②質の高い情報通信技術人材の育成

　③情報通信産業の育成

　④ 情報通信技術に対する国全体の対応力の

向上

　⑤ インターネットの活用による収益の増大

と生活の質の向上

　⑥ 環境に優しい社会を築くための情報通信

技術の重要性に対する認知度向上

　そしてこれらの目的のために、以下の 7つ

の施策を推進するとしている。

　①全国的なブロードバンド基盤の整備

　②情報通信技術人材の育成

　③情報通信産業の競争力強化

　④ 行政サービスの質の向上と統治能力強化

のための電子政府の実現

　⑤ 産業構造の知識経済化（知識集約型産業

の育成・強化）

　⑥情報通信技術による社会的公平の実現

　⑦環境にやさしい情報通信技術適用の推進

産業構造の転換を急ぐタイ

　タイの 1人当たりGDPは2011年にはすで

に中進国のレベルである 5千ドル以上に達し

（IMF「World Economic Outlook Datebases 

2013」による）、さらに2020年頃には 1万ド

ルを超えると予測されている。その一方で少

子高齢化がすでに進行しており、15～64歳の

生産年齢人口は2010年代のうちに減少に転じ

る。また現在でも失業率は 1％を下回ってお

り、労働力不足が顕著となっている。

　このような国内の事情に加えて、ASEAN

（東南アジア諸国連合）の動向にも影響され

る。2015年にはベトナムやミャンマーとい

った隣国が、関税がゼロとなるASEAN自由

貿易地域に加わることになっている。このた

め、ASEAN域内での生産拠点や販売ネット

ワーク、地域統括機能などの再編が進むこと

が予想される。

　タイはこれまで、インフラ整備が周辺国よ

りも進んでいることや、他の中進国と比べて

人件費が安価であることから、製造業を中

心に海外からの直接投資を多く呼び込んでき
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た。しかし、安価な人件費や豊富な労働力と

いった点で、タイが今後もベトナムやミャン

マーに対して競争力を維持し続けるのは難し

いと見られる。

　このような背景の下で、タイは「スマート

タイランド2020構想」に基づく産業のサービ

ス化と高付加価値化を重要政策の 1つに掲げ

ているのである。

スタートしたパイロットプロジェクト

　2012年 2月、情報通信技術省は「スマート

タイランド2020構想」を具体化するためのパ

イロットプロジェクトの地として、タイ中部

にある人口25万人のナコンナヨック県を選定

した。県の中心までバンコクから車で 2時間

ほどの距離にあり、バンコクに洪水被害をも

たらす水系から離れた山麓にあることから、

中央政府機能の移転先候補となっていること

でも知られる。

　ナコンナヨック県でのパイロットプロジェ

クトは、「ナコンナヨック・スマートプロビ

ンス計画」と呼ばれており、以下の 5つが重

点分野とされている。

　① 観光・保養地としての整備（テレワー

ク、遠隔医療による長期療養など）

　② 環境保全と防災の推進（情報通信技術を

活用した生態系の保全や災害監視など）

　③ 安全な食品の生産（情報通信技術を活用

した生産・加工・流通の管理など）

　④ 知識社会の構築（遠隔教育、情報通信技

術人材の育成など）

　⑤ 上記を支える情報通信インフラの整備と

行政の電子化（地理情報システムを活用

した都市計画・都市管理など）

　上記のうち、すでに動き出しているのは⑤

の情報通信インフラの整備と行政の電子化で

ある。ナコンナヨック県では無料WiFiアク

セスポイントの設置拡大や、行政職員向けの

タブレット端末の支給を始めている。

　2012年 6月には、ナコンナヨック県とバン

コクのアジア工科大学が覚書を交わし、アジ

ア工科大学がスマートプロビンス計画への支

援を行うことになった。その優先分野として

食品の安全性、情報通信技術人材の育成、行

政の電子化などが挙げられている。

日本企業の事業機会の拡大に期待

　「スマートタイランド2020構想」および

「ナコンナヨック・スマートプロビンス計画」

ともにまだ動き始めたばかりであり、多くの

事業が具体化されるのはこれからである。し

かし、計画に環境保全、食品の安全性、防災

など、日本企業が強みを持つ情報通信技術が

重要となる分野の事業が盛り込まれているこ

とは注目すべきである。

　このような分野において、上流工程である

事業計画や概念設計の段階で日本の官民機関

が支援・関与していくことにより、日本企業

にとって製品やサービス、ノウハウを売り込

む機会が増えるものと考えられる。 ■

野村総合研究所タイ
取締役社長
水野兼悟（みずのけんご）

専門はASEAN諸国におけるインフラ
整備と資金調達
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